
社会保障審議会一 福祉部会 

第 1 4 回 ( Hl7.2.9 ) 資料 2 

Ⅱ
 寸
 

由
袷
   

資
 

明
 

，
 
-
 
己
 
、
 
-
 
%
 
三
 

串
 
三
目
 

 
 

斗
 
Ⅱ
 

Ⅳ
 
己
 い
 

圭
十
 

米
 

ム
ム
 

係
資
 

Ⅰ
 
Ⅰ
 
目
 
臼
 

 
 

目
妻
 

言
 

月
ア
 

@
 

専
 

｜
 

る
 

生
巾
 

す
 

世
世
 
：
Ⅱ
 

ヱ
 

関
て
 

へ
 
Ⅰ
 

 
 
 
 

保
 

舌
 

り
 

目
牡
 

 
 

在
荷
 

Ⅰ
Ⅰ
Ⅰ
 

生
 
穫
 

の
動
 

 
 

保
 

保
 

生
活
 

l
l
 

Ⅱ
 

I
 

「
   4 

  
Ⅰ 「 

  2 1 

2  生活保護基準の 在り方について 

3  自立支援プロバラムについて 

Ⅱ 平成 1 7 年度生活保護関係予算案 



  

生活保護制度の 在り方 

1 . 生 j きィ呆 護の動向について 

に関する専門委員会 報告書 説明資料 

O
O
 

生活保護の被 保 

被 保護者数は昭 

護 者は平成 1 6 年 1 0 月現在で 1 4 2 万 8 千人。 保護率は人口千人あ たり 1 1 , 2 人 (1 1 , 2 

和 6 0 年以降減少傾向にあ ったが、 高齢化の進展や 景気後退の影響等を 受けて、 平成 7 年以降壇 
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資料 : 福祉 行 政 報告例 
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世帯類型別 被 保護世帯数の 推移 

平成 1 5 年度の総世帯数は 9 4 万世帯であ り、 

0  構成割合でみると、 約半数 (4 6. 4 %) が高齢者世帯であ る 

B@ 郷を受け高齢者世帯が 増加し、 また、 0  過去 8 年間の伸びをみると、 高齢化の ル目 

不況の影響から、 母子・その他 (5 0 歳代単身者等 ) 世帯も増加している。 

殉
冊
弼
 8
 ㏄
 9
 

（
 

恰
 
@
 

t
i
D
@
 

 
 l

 
平
成
 

  

0
 
9
 

 
 

6
 

）
 

（
 

恰
 
@
 

m
s
s
 

㏄
 四
 

 
 平

祀
 

Ⅱ
 
，
 

生
伊
 

Ⅰ
 

報
 

 
 輪

子
病
害
の
牡
 

資
 

総
高
目
 傷
障
そ
 

 
 

 
 

勤
 

土
 

2
 



雇用関係指標及び 被 保護人員対双年同月比の 推移   
千人   Ⅰ 吾 

平成「 5 年平均 3,500 5.3 0 ・ 64 108.2 

平成 16 年「 月 3,230 5,0 0 、 77 107.7 

平成「 6 年 2 月 3,300 5.0 0 ・ 77 107.6 

平成「 6 年 3 月 3,330 4.7 0,77 107.6 

平成 16 年 4 月 3,350 4.7 0 ・ 77 107.3 

平成「 6 年 5 月 3,190 4.6 0.80 106.8 

平成 16 年 6 月 3,090 4.6 0 ・ 82 106.6 

平成「 6 年 7 月 3,180 4.9 0 ・ 83 106.2 

平成「 6 年 8 月 3,140 4.8 0 ・ 83 106.2 

平成 16 年 9 月 3,090 4.6 0,84 105.9 

平成 16 年 10 月 3,110 4.7 0 ・ 88 105.6 

資料 拐 樹力調査 ( 総務省 ) 、 職業安定業務統計、 福祉行政報告例 ( 速報値 ) 

Ⅹ完全失業率及び 有効求人倍率の 月 別 推移は季節調整値であ る。 
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2. 生活保護基準の 在り方について 

Ⅰ 類 費の設定方法について 

0  現行の第Ⅰ 類費 基準額の年齢差は 、 主に各年齢ごとの 栄養所要量を 参考とし、 エネルギー摂取に 必要な飲食物や 衣類等の個々の 費目を積み 

上げて基準額を 設定する方式を 採用していた 当時の格差で 固定されている。 

0  現在のⅠ 類費は 、 前年度の年齢別基準額に 改定率を乗じて 改定しているため、 現在においてもその 当時の年齢格差が 維持されている。 

栄養所要量 と 生活扶助基準「頬貫との 指数と ヒ較 

指数 ( 現行基準 :20 ～ 40 歳 =  100  栄養所要量 :30 ～ 49 歳 =  100) 

Ⅰ 30.0 

]5 ～ 17 歳 

120.0 

]2 ～ l4 歳 
18 ～ 19 歳 

ⅠⅠ 0 ・ 0   
A ，，     20 ～ 40 歳 

  Ⅰ --- 一 --             
100.0   と一 41 ～ 59 歳 

g ～ nl@  ， ， 18 ～ 29 歳 
    

30 ～ 49 歳     60 ～ 69 歳 
    "" ⅠⅠ - 

90.0           70 歳～ 
6 ～ 8 歳 50 ～ 69 歳 "-1 

80.0 

3 ～ 5 歳， ，，， 
70.0     

「～ 2 歳         づ一 現行基準 
60.0 

‥ 士 ‥栄養所要量 

  
50.0 

40.0 

30.0 
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多人数世帯の 消費実態について 

0  4 人以上世帯の 生活扶助基準と 一般個所得世帯の 消費実態を比較すると、 生活扶助基準の 方が割高となっている。 

0  これは、 生活扶助基準が 第「 類費 ( 個人的経費・ 人数分を単純に 加算して算定 ) と第 2 頬貫 ( 世帯共通的経費・スケールメリット 
を 反映して設定 ) の合算で算定されるため、 人数が増すに つ れ勇「 類費 のと ヒ 重が高くなり、 スケールメリットの 効果が薄れる 結果、 

多人数になるほど 基準額がより 高くなることが 原因であ る。 

( 参考 1  ) 

家計調査特別集計及び 全国消費実態調査特別集計による 世帯人員 別 消費支出額 ( 勤労世帯 ) 

(1)  勤労世帯 ( 全国、 平均 ) ( 月平均・単位 : 円 ) 

3 人世帯         指数 4 人世帯         指数 5 人世帯         指数 

生活扶助相当支出額 230.071  円         l00.0  251,616  円         l09.4  267.857  円         ll6.4 

「 類 貴相当支出額 141,817@ Hi@ 100.0@ 160,045@ Hi@ 112.9@ 171,084@ Hi@ 120.6 

2 頬貫相当支出額 88,254@ H@¥@ 100.0 91,572  円         l03.8 96.773  円         l09.7 

注 ) 指数は 3 人世帯を 1 0 0 とした場合のもの。 以下同じ。 

(2)  勤労世帯 ( 全国、 第 1 一 5 分 位 ) ( 月平均・単位 : 円 ) 

3 人世帯         キ旨数 4 人世帯         指数 5 人世帯         f 官牧 

生活扶助相当支出額 157,709@ Hi@ 100.0@ 167,764@ ffl!@ 106.4@ 175,716@ Hi@ 111.4 

「 類 貧相当支出額 95,305  円 i  l00.0  104,641  円 i  l09.8  110,645  円 i  ll6.l 

2 類貴 相当支出額 62,404  円 i  l00.0 63,]22  円 i  l0i.2 65,070@ F3@J@ 104.3 

資料 ) 2 人世帯 -5 人世帯 : 家計調査特別集計 ( 平成 8 年 - 1 2 年平均 ) 

単身世帯 : 全国消費実態調査特別集計 ( 平成 1 1 年 ) 

( 参考 2  ) 

現行の生活扶助基準における 世帯人員 別 換算率 ( マルチプル ) 

3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 

第 Ⅰ 類費 100. 0 Ⅰ 33-3 Ⅰ 64. 7 

第 2 類費 100. 0 Ⅰ 08-8 109-6 

注 ) 第 「類 質は ついては、 年齢別に基準額を 設定しており、 人員 別 マルチ フ ルを用いてはいないが、 ここでは 

比較のために、 被保護者全国一斉調査 ( 個別 ) 結果による世帯人員ウエイトから 試算を行ったものであ る。 
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母子加算について 

母子加算の概要 
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父母の一方若しくは 両方が欠けているか 又はこれに準ずる 状態 ( Ⅹ ) にあ るため、 
父母の他方又は 父母以外の者が 児童 (18 歳に達する日以後の 最初の 3 月㎝ 日 までの 

間 にあ る者 ) を 養育しなければならない 場合に養育に 当たる者 
Ⅹこれに準ずる 状態 : 父母の一方又は 両方が常時介護又は 監護を要する 

身体障害者又は 精神障害者であ る場合等 
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適用件数 8 8, 2 2 4 件 ( 平成 15 年 7 月 1 日 現在 : 被 保護者全国一斉調査 ) 
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母子世帯における 消費実態と生活扶助基準との 比較について 

Ⅲ 母子世帯 ( 全国、 平均 ) 

全 世 帯 

母子・子供 l 人 l 母子・子供 2 人 

鯛 平均・単位 : 円 ) 

勤 労 世 帯 

l 母子・子供 l 人 l 母子・子供 2 人 l 

l 年間収入額 -  @  @  %  4. Ⅱ 5  円 @  382.690  円 l   308,579  円 @  350,220  円 l 
l 消費支出額   2l8,596  円 @  237,460  円 l 
生活扶助担当支出額 柊 0 ， 絹 0  円 l44,772  円 

l 類寅 相当支出頬 77, 439  円 87,373@ H 

食 料 費 49. 8 百 円 58. 08 Ⅰ 円 

ェ ンケル係数 22. 8@ % 24.@ 5@ % 

2 類費 相当支出額 52, 871@ F3 57. 399  円 

(2)  母子世帯 ( 全国、 第 @ 一 5 分 位 ) 

全 世 帯 

母子・子供 l 人 @  母子，子供 2 人 

204, 876  n  2 州， l77  円 

l2l. 06@  円 は 8, 84@  白 

73, 001@ n 85, 208  円 

46, 819@ F) 57. 839 円 

22. 9@ % 26. 2@ % 

48, 060 R 53, 633 円 

( 月平均・単位 : 円 ) 

勤 労 世 帯 

母子・子供 l 人 母子・子供 2 人             
年間収入額モ % 105, 685@ R 98, 306 H l08, 692  円 l06, 087  円 

消費支出額 l23, 58@  円 l53, 647  円 1T7, l43  円 l5l,456  円 

生活扶助相当支出額 85. 999  円 103, 839  円 78. 626  円 l04, 049  円 

I l 類甘 相当支出額 5l, Ⅵ 8  円 61, 295@ R 46. 754  円 62,726@ H     

    食料 エンゲル係数 比 
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2% 珪 担当支出額   34 ・ 681 円 l1 42, 544  円 

(3@  母子世帯 ( 全国、 第 l 一 l 0 分 位 ) 
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3l, 872  円 4l, 323  円 

全 世 帯 

母子・子供 l 太 母子・子供 2 人 

年間収入額手は 76, 667  円 67, 500  円 

消費支出額 l11.499  円 l65, 236  円 

生活扶助相当支出額 78. 733  円 Ⅱ 0. 720  円     
    l 類 首相当支出額 l 48,494@ n| 65,271@ B   

食 料 宙 36,709 n 49. 5 Ⅰ 7 円 

エ ンケル係数 32. 9@ % 30. 0@ % 

2 類費 相当支出額 30 ・ ぬ 9  円 45, 449  円 

勤 労 世 帯 

母子・子供 l 人 母子・子供 2 人 

85, 000  円 Ⅱ・ 500  円 

110, 397  円 l66, 945  円 

76, 009  n  1  5. l39  円 

47, l29  円 70 ・㏄ 5  円 
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  生活扶助基準額   

l 母子・子供 l 人 l 母子，子供 2 人 l 

I 生活扶助 l38.084  円 l 179. 打 4  円   
l 類費 69.62@  円 l03,780  n 

加 算 21,998@ R 23,747  日 

(l@¥ 吉 十 ) 9l. 6l9  円 l27, 527  円 

2 類費 46. 465  円 5l. 747  円 

  再掲 : 除 加算 ll6.086  円 @  l55.527  円   

生活扶助基準額 

@ 母子・子供 l 木   母子・子供 2 人 

資料 : 総務省 ( 総務庁 )  「平成 1 1 年全国消費実態調査」 
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(4@  母子世帯 ( 全国、 第Ⅱ 一 5 分 位 ) 

全 世 帯 

母子・子供 l 太 母子・子供 2 人 

年間収入額十 l2  l82. 625  円 l80. 6l8  円 

l 消費支出額   178,529 Hi 165,849 nl 
生活扶助相当支出額 一 

2 類 貴相当支出額   
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(5@  母子世帯 ( 全国， 第 Ⅲ 一 5 分 位 ) 

全 世 帯 

母子・子供 @ 人 母子・子供 2 人 

年間収入額 モけ 267, 5l4  円 1  260, lg0  n 

清貢支出額 2l5, 224  円 1  200, 532  円 

生活扶助相当支出額 l30. 299  円 @  l%  . 302  円 

l 類珪 相当支出額 74, 67@  円 79, 596@ n 

食 料 其 47. 586 円 55,997@ n 

エ ンケル係数 22. 1@ % 27. 9@ % 

2% 費 相当支出額 55, 628  円 5t, 706  円 

資料 : 全国消費実態調査特別集計 ( 平成 1 1 年 ) 

( 参 考 ) 

年間収入 5 分位階級の平均収入額 は ついて 

  

夫婦 2 人世帯 
( 全世帯 ) 

母子 2 人世帯 
( 全世帯・子ども「 人 ) 

( 月平均，単位 : 円 ) 

母子・子供 l 太 母子・子供 2 人 

l8l,284  円 l8l. 006  円   
98, ]20  円 l02, 250  円 

58,050  円 63, 757  円 

38, 598@ n 46. 094 円 

24. 5@ % 30. 5@ % 

40,0 ア 0  円 38, 493  円 

( 月平均・単位 : 円 ) 

  勤 労 世 帯   

24l, l96  円 245, l2@  n 

l92,784  円 l98, 357  n   
  72,979 nl 79,205 ft！ 
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生活扶助基準額 

@ 母子・子供 l 人 l 母子・子供 2 人 

l 生活扶助   l38,084  円 @  ]79,274  円   
Ⅰ 類費 69,621@ n@ 103,780@ fl 

加算，         ， 、 ，ボ 。 21, 。 998  円 ",  23 。 。 747  円 

(l@¥ 吉 十 ) 91,619@ F3@ 127,527@ R 

2 類費 46, 465  円 51, 747@ n 

再掲 : 株札 箕 ll6, 086  円 l55, 527  円 

生活扶助基準額 

母子・子供 l 人 母子・子供 2 人 

生活扶助 は 8. 084  円 l79. 274  円 

l] 類費 69, 6 四 円 l03, 780  円 

( 単位 : 円 ) 

年間収入 5 分位階級 

第 「 第 2 第 3 第 4 第 5 

2.803.746 4,435,570 5,736,527 7,676,809 l2,970,l86 

人
 
)
 

 
 

 
  

 

1,268,998@ 2,189,092@ 3,205,964@ 5,065,477@ 9,113,701  
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資料 : 全国消費実態調査特別集計 ( 平成Ⅱ 年 ) 

加 ， 算     が ・ 998  円 l 23,747@ R 
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( 単位Ⅲ ) 

年間収入 5 分位階級 

左キ 事 Ⅰ 第 2 第 3 第 4 第 5 

2.9i3.076 4.449.99i 5.750 ． 6l9 7,662 。 307 ll.77l.730 

t.304.304 2.i75,779 2.895,9i2 4,507.@79 8,762.476 

資料 : 全国消費実態調査特別集計 ( 平成Ⅱ 年 ) 
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母子世帯と夫婦子ども 世帯との消費支出 ( 生活扶助相当 ) の内容比較 

[ 勤労世帯 l ( 月平均・単位Ⅲ ) 

夫婦・子供「 人 l 母子・子供「 人 

全体平均 @ 第 1 一 5 分 位 l 全体平均 l 第 Ⅲ 一 5 分 位 

集計世帯数       32 

年間収入額 6.2ljT008 3 ， )96,671 3,702.943 2.8g5.778 

Ⅱ か 月平均額 ) 522,751 266,389  308,579  241,315 

消脊 支出額 281,189 208,623 204,876 192,772 

生活扶助相当額 188,608 137,142 121,061 118.136 

] 共頁 オ @ 豊 ヨ 
115,735 81,024 73,001 72,979 

食料 63,402 48.292 46,819 47.408 

l 魚介類 G.089 4.075 4.070 3.645 

肉類 

野菜，海藻 

果物 

菓子類 

調理食品 

外食 

被服及び履き 物 

洋服 

7,75) 

2.4g6 

5,516 

5.805 

11,762 

12,4)4 

5.031   
5.5l0 

l.284 

4.287 

5,116 

7.70l 

8.34G 

3.893   

4,582 4,986 

5,126 4.625 

2.0t8 2.183 

4.4gG 4.230 

5,122 4.600 

8.5l5 10,027 

9.494 11.363 

3.670 5.246 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

夫婦・子供 2 人 母子・子供 2 人 

全体平均 第 I 一 5 分 位 全体平均 第 Ⅲ 一 5 分 位 

4.5ig 907 229   
6,913,818 3,767,357 4,20@.044 2.g40 ． 5l6 

  8.0551 6.2331 5.9421 5.5i71 
 
  

 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
  

 

 
 

 
 

 
  

 
 
 

 
 

4,373 4,105 2.G00 2.62i 

2,328 2.5G8 i.45g i.583 

10,371 9,   67 9,372 9.823 

16.972 11,586 12,112 H ・ 052 

6.489 4.4i7 5.0l8 5.443 

4,990 3.604 3.602 3.42l 

4,268 2,780 2.4(4 l.3@7 

)・ 8.0@2 7,497 5.05g 

11,832 6,859 5,978 4.076 

生活扶助基準額 

母子・子供 l 太 母子・子供 2 人 

生活扶助 l38, 084 円 l79. 274 円 

l 穎皆 69, 62 円 l03, 780 円 

加 算 2l. 998 円 23, 747 月   
("l¥ l+) 91, 6@@   n@ @   7 ， 527@ n 

2 棟 甘 46 ， 465@ n 5l, 747 円 

再掲 : 除 加算 Ⅱ 6, 086 円 @5. 527 円 

0  母子子供 l . 2 人世帯 ( 第 Ⅲ 一 5 分 位 ) と夫婦子供 l   

2 人世帯 ( 第 l 一 5 分 位 ) を比較すると．生活扶助相当支 

出額では l -2 万円程度の差があ る。 

0  格差が多 い 費目は、 l 類 黄柏当の「こづかい」と 2 類黄 

相当の全体てあ る。 

0  「食料」費についてみると ，世帯人員の 差があ るにも関 

わらずほ ほ 同額 ( 母子世帯の方が l -2 千円低 い ) であ り 

外食は母子世帯の 方が多いという 傾向も見られる。 

0  「被服及び履き 物」費については、 世帯人員が少ないに 

も関わらず母子世帯の 方が消費支出額が 多い。 

0  母子世帯における 生活扶助担当支出額と 生活扶助基準額 

を比較すると．生活扶助基準額の 方が高い。 

%* 牡 全国 消 現実態調査特別集計 ( 平成Ⅱ 年 ) 

g
 



ひとり 親 勤労者世帯の 消費支出額と 勤労者以外の 世帯の消費支出額との 比較 

0  ひとり観世帯の「勤労者世帯」と「勤労者以覚の 世帯」の家計を 比較すると、 「勤労者世帯」の 方が 
全体の消費支出額が 少ないにもかかわらず、 外食・婦人用洋服・ 授業料等・補習教育・ 他の諸雑費 

( 保育所費用等 ) . 交際費といった 特定の費目においては、 支出が多くなっている。 

( 男親又は女親と 子供の世帯 ( 長子が中学生以下 ) )     
(A/B) (A/B) 

集計世帯数 294 68 教育 9, 5l   5. l 6, 765 3. 0 2,752 l. 70 

平均世帯人員 ( 人 ) 2. 69 2.69 授業料等 5 。 l5@ 2. 7 5, 005 2. 2 153 l. 25 

年間収入 ( 千円 ) 2, 841 2,675 国公立小学校 1,477 0. 8 967 0. 4 臼 o 1. @5 

  持ち家率 ( 拷 ) 21. 7 17.8 国公立中学校 l. 683 0. 9 l. o42 0. 5 641 l. 95 

消費支出額 187, 648 227,026 A@ 39 ， 378 国公立幼稚園 945 0. 5 1l   0 ． l 829 9. 86 

I 食料 53,480 28. 5 58 ， 922 26. 0 ▲ 5. 442 l. l0 補習教育 4, 084 Z. 2 l 。 6o Ⅰ 0. 7 2. 477 3.07 

幼児   小学校 億晋 教育 

資料 : 全国消費実態調査 ( 総務省 )  W 平成 l l 年 ) 

Ⅹ勤労者以外の 世帯には、 無職世帯の他に、 世帯主が会社等の 役員であ る世帯等を含む。 

米系特化係数 コ 各支出項目の、 勤労者世帯構成割合 (A Ⅴ勤労者以外の 世帯構成割合 (B) 

o 1 




